
令和６年２月市議会 教育厚生委員会資料

第30号議案 長崎市福祉医療費支給条例等の一部を改正する条例
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１ 条例改正の概要

（１）改正理由

（２）改正する条例

ア 長崎市福祉医療費支給条例（昭和４９年長崎市条例第２９号）
イ 長崎市障害福祉センター条例（平成３年長崎市条例第３９号）
ウ 長崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（令和５年長崎市条例第３５号）
エ 長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（令和５年長崎市条例第３６号）

① （２）ウ及びエの条例では、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８年９月２９日厚
生労働省令第１７４号）」及び「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８
年９月２９日厚生労働省令第１７１号）」（以下「省令」という。）の規定に準拠するのに
加えて、本市独自の基準として「暴力団員等の排除」を規定しているが、新たに創設された
「就労選択支援」についても、他のサービスと同様に、暴力団員等の排除の規定を適用する。

② （２）ア、イ及びエの条例について、「就労選択支援」の事業が創設されたこと等に伴う
所要の整備を行う。

（３）改正内容

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部が改正され、就労を希
望する障害者等に対する「就労選択支援」の事業が創設されたこと等に伴い、関係条文を整理
するとともに、同事業について、他のサービスと同様に、本市独自に暴力団員等の排除に係る
規定を整備するほか、所要の整備を行うため。
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ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律
（令和４年法律第１０４号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日
（第２条、第４条、第５条及び第６条関係）
※「就労選択支援」の創設に伴う改正規定

イ 公布の日 （第１条及び第３条関係）

ウ 令和６年４月１日（第６条関係）
※長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
第４条第２項の改正規定

（４）施行期日
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ア 内容

障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を

活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援する。

（５）「就労選択支援」の概要

イ 対象者
就労移行支援又は就労継続支援を利用する意向を有する者及び現に就労移行支援又は就労継続

支援を利用している者
※就労継続支援Ｂ型の利用申請前に、原則として就労選択支援を利用する。また、新たに就労
継続支援Ａ型を利用する意向がある者及び就労移行支援における標準利用期間を超えて利用
する意向のある者は、支援体制の整備状況を踏まえつつ、令和９年４月以降、原則として就
労選択支援を利用する。

エ 利用の流れ

ウ 実施主体

就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障害福祉サービス事業者であって、指定の申請の日
前３年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたものそ
の他のこれらと同等の障害者に対する就労支援の経験及び実績を有すると都道府県知事（中核市

にあっては、中核市長）が認める事業者
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（６）省令における「就労選択支援」の基準

従うべき基準
参酌すべき基準

改正内容

1 従うべき基準
就労選択支援員の数は、指定就労選択支援事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を15
で除した数以上とし、就労選択支援員は、原則として、専ら当該指定就労選択支援事業所の
職務に従事する者でなければならない等

2 従うべき基準 専らその職務に従事する管理者を置かなければならない等

3 参酌すべき基準
訓練・作業室、相談室、洗面所、便所及び多目的室その他運営に必要な設備を設けなければ
ならない等

4 参酌すべき基準

指定就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障害福祉サービス事
業者であって、指定の申請の日前３年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新た
に通常の事業所に雇用されたものその他のこれらと同等の障害者に対する就労支援の経験及
び実績を有すると都道府県知事（中核市にあっては、中核市長）が認める事業者でなければ
ならない。

5 参酌すべき基準

就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに就労に関する意向等の整理（以下「アセスメ
ント」という。）に当たり、
・障害者就業・生活支援センター等がアセスメントと同様の評価及び整理を実施した場合に
は、指定就労選択支援事業者は、当該同様の評価及び整理をもって、アセスメントの実施に
代えることができる。
・この場合において、会議の開催、アセスメントの結果の作成又は指定障害福祉サービス事
業者その他の関係機関との連絡調整に当たり、障害者就業・生活支援センター等に対し、当
該会議への参加その他の必要な協力を求めることができる。

6 参酌すべき基準

指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用者及び市町村、指定
特定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関係機関の担当者等を招集して会議（テレ
ビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができるものとする。）を開催し、当
該利用者の就労に関する意向を改めて確認するとともに、当該担当者等に意見を求めるもの
とする。
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従うべき基準
参酌すべき基準

改正内容

7 参酌すべき基準
アセスメントの結果を作成した際には、当該結果に係る情報を利用者及び指定特定相談支
援事業者等に提供しなければならない。

8 参酌すべき基準

アセスメントの結果を踏まえ、必要に応じて公共職業安定所、障害者就業・生活支援セン
ターその他の関係機関との連絡調整を行わなければならない。
また、指定就労選択支援事業者は、障害者総合支援法第89 条の３第１項に規定する協議
会への定期的な参加、公共職業安定所への訪問等により、地域における就労支援に係る社
会資源、雇用に関する事例等に関する情報の収集に努めるとともに、利用者に対して進路
選択に資する情報を提供するよう努めなければならない。

9 従うべき基準
その他のサービスと同様に、内容及び手続の説明及び同意、提供拒否の禁止、業務継続計
画の策定等、身体拘束等の禁止、秘密保持等、事故発生時の対応、虐待の防止、工賃の支
払並びに衛生管理等を義務付ける。

10 標準とすべき基準 10 人以上の人員を利用させることができる規模を有するものでなければならない。
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（７）省令の基準の主な改正内容

サービス
従うべき基準
参酌すべき基準

改正内容

1 全サービス 参酌すべき基準
サービスの提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活
を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮する。

2 同上 参酌すべき基準

サービス提供責任者・サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、
利用者の自己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定す
ることに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行
われるよう努めなければならないこととする。

3 同上 参酌すべき基準
障害者の状況を踏まえたサービス等利用計画を作成する観点から、サー
ビス管理責任者は、利用者に交付している各サービスの個別支援計画に
ついて、指定特定相談支援事業者等にも交付しなければならない。

4
全サービス（訪
問系サービスを
除く）

参酌すべき基準
サービス管理責任者が担当者等を招集して行う会議（個別支援会議）に
ついて、利用者本人が参加するものとし、また、当該利用者の生活に対
する意向等を改めて確認することとする。

5 同上 参酌すべき基準

個別支援計画の作成に当たっては、
・利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が
自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援
内容の検討をしなければならない。
・アセスメントに当たり、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱
える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及
び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなければならない。
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サービス
従うべき基準
参酌すべき基準

改正内容

6 共同生活援助 従うべき基準

指定共同生活援助の提供に当たっては、利用者及びその家族、地域住民
の代表者、共同生活援助について知見を有する者並びに市町村の担当者
等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで
きるものとする。以下「地域連携推進会議」という。）を開催し、おお
むね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状
況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければ
ならない。
また、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が指定共同
生活援助事業所を見学する機会を設けなければならない。
【令和７年３月３１日までの間は努力義務】

7 同上 従うべき基準
地域連携推進会議の報告、要望、助言等についての記録を作成するとと
もに、当該記録を公表しなければならない。【令和７年３月３１日まで
の間は努力義務】
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サービス
従うべき基準
参酌すべき基準

改正内容

8 障害者支援施設 参酌すべき基準
指定障害者支援施設等は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮することとする。

9 同上 参酌すべき基準
個別支援計画の作成に当たっては、サービス管理責任者は、利用者の地
域生活への移行に関する意向等を踏まえる。

10 同上 従うべき基準

指定障害者支援施設等は、利用者の地域生活への移行に関する意向の把
握、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定障害福祉サー
ビス等の利用状況等の把握及び利用者の当該指定障害者支援施設等以外
における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な確認
（以下「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うため、地域移
行等意向確認等に関する指針を定めるとともに、地域移行等意向確認担
当者を選任しなければならないこととする。
【令和８年３月３１日までの間は努力義務】

11 同上 参酌すべき基準
個別支援会議について、利用者本人や地域移行等意向確認担当者が参加
するものとし、また、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認す
ることとする。
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サービス
従うべき基準
参酌すべき基準

改正内容

12 障害者支援施設 従うべき基準

・施設障害福祉サービスの提供に当たっては、利用者及びその家族、地
域住民の代表者、施設障害福祉サービスについて知見を有する者並びに
市町村の担当者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用し
て行うことができるものとする。以下「地域連携推進会議」という。）
を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業
の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会
を設けなければならない。また、おおむね１年に１回以上、地域連携推
進会議の構成員が指定障害者支援施設等を見学する機会を設けなければ
ならない。
・地域連携推進会議の報告、要望、助言等についての記録を作成すると
ともに、当該記録を公表しなければならない。
【令和７年３月３１日までの間は努力義務】

13 同上 従うべき基準

地域移行等意向確認担当者は、アセスメントの際に地域移行等意向確認
等において把握又は確認した内容をサービス管理責任者に報告するとと
もに、当該内容を施設障害福祉サービス計画の作成に係る会議に報告し
なければならない。また、地域移行等意向確認等に当たっては、障害者
総合支援法第77 条第３項各号に掲げる事業を行う者（地域生活支援拠
点）又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携し、
地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支援その他の地域
生活への移行に向けた支援を行うよう努めなければならない。
【令和８年３月３１日までの間は努力義務】
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２ 新旧対照表 

〇長崎市福祉医療費支給条例（昭和４９年長崎市条例第２９号） 

【施行日：公布の日】（第１条関係） 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条 ［略］ 

１～１０ ［略］ 

１１ この条例において「施設」とは、次に掲げる施設又は住居を

いう。 

⑴ 児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設 

⑵ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する障

害者支援施設又は同条第１７項に規定する共同生活援助を行う

住居 

１２～１６ ［略］ 

（定義） 

第２条 ［略］ 

１～１０ ［略］ 

１１ この条例において「施設」とは、次に掲げる施設又は住居を

いう。 

⑴ 児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設 

⑵ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１５項に規定する障

害者支援施設又は同条第１５項に規定する共同生活援助を行う

住居 

１２～１６ ［略］ 
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【施行日：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４

号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日】（第２条関係） 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条 ［略］ 

１～１０ ［略］ 

１１ この条例において「施設」とは、次に掲げる施設又は住居を

いう。 

⑴ 児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設 

⑵ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する障

害者支援施設又は同条第１８項に規定する共同生活援助を行う

住居 

１２～１６ ［略］ 

（定義） 

第２条 ［略］ 

１～１０ ［略］ 

１１ この条例において「施設」とは、次に掲げる施設又は住居を

いう。 

⑴ 児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設 

⑵ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１５項に規定する障

害者支援施設又は同条第１７項に規定する共同生活援助を行う

住居 

１２～１６ ［略］ 
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〇長崎市障害福祉センター条例（平成３年長崎市条例第３９号） 

【施行日：公布の日】（第３条関係） 

改正後 改正前 

（事業） 

第４条 ［略］ 

 ⑴ ［略］ 

⑵ 障害者等のためのスポーツ及びレクリエーションの指導に関

すること。 

 ⑶・⑷ ［略］ 

 

（事業） 

第４条 ［略］ 

 ⑴ ［略］ 

⑵ 障害者等のためのスポーツ及びレクリェーションの指導に関

すること。 

 ⑶・⑷ ［略］ 

 

（利用の許可） 

第９条 ［略］ 

２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、前項

の許可（以下「利用の許可」という。）をしない。 

⑴～⑶ ［略］ 

３ 指定管理者は、センターの管理上必要があると認めるときは、

利用の許可について条件を付することができる。 

 

 

（利用の許可） 

第９条 ［略］ 

２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、前項

の利用の許可をしない。 

⑴～⑶ ［略］ 

３ 指定管理者は、センターの管理上必要があると認めるときは、

第１項の利用の許可について条件を付することができる。 
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改正後 改正前 

（利用料金） 

第１１条 ［略］ 

⑴～⑶ ［略］ 

⑷ 第５条第４号に掲げる施設において障害者総合支援法第５条

第１８項に規定する計画相談支援を受ける者で障害者総合支援法第

５１条の１７第１項に規定する計画相談支援給付費の支給に係るも

の 同条第２項に規定する額 

 ⑸・⑹ ［略］ 

２～５ ［略］ 

（利用料金） 

第１１条 ［略］ 

⑴～⑶ ［略］ 

（４） 第５条第４号に掲げる施設において障害者総合支援法第５

条第１６項に規定する計画相談支援を受ける者で障害者総合支援

法第５１条の１７第１項に規定する計画相談支援給付費の支給に

係るもの 同条第２項に規定する額 

 ⑸・⑹ ［略］ 

２～５ ［略］ 

（権利の譲渡等の禁止） 

第１４条 利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）

は、その権利を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第１４条 第９条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」とい

う。）は、その権利を他人に譲渡し、又は転貸してはならな

い。 

（利用の許可の取消し等） 

第１５条 ［略］ 

 ⑴～⑶ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 

（許可の取消し等） 

第１５条 ［略］ 

 ⑴～⑶ ［略］ 

２ ［略］ 
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改正後 改正前 

（市長による管理） 

第２１条 ［略］ 

２ 前項の場合における第８条第１項、第９条、第１１条第１項、

第４項及び第５項並びに第１５条の規定の適用については、第８

条第１項中「市長の承認を得て指定管理者が」とあるのは「市長

が別に」と、第９条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、第

１１条第１項中「当該各号に定める額の範囲内において、指定管

理者が市長の承認を受けて定める額を、センターの利用に係る料

金（以下「利用料金」という。）として支払わなければならな

い」とあるのは「当該各号に定める使用料を市長に納入しなけれ

ばならない」と、同条第４項中「利用料金」とあるのは「使用

料」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、同条第５項中

「指定管理者は、市長が定める基準に従い、利用料金」とあるの

は「市長は、特別の理由があると認めるときは、使用料」と、第

１５条第１項中「指定管理者」とあるのは「市長」と、同条第２

項中「市及び指定管理者」とあるのは「市」とし、第８条第２

項、第１１条第３項及び前条後段の規定は適用しない。 

３ ［略］ 

（市長による管理） 

第２１条 ［略］ 

２ 前項の場合においては、第８条第１項、第９条、第１１条第１

項、第４項及び第５項並びに第１５条の規定の適用については、

第８条第１項中「市長の承認を得て指定管理者が」とあるのは

「市長が別に」と、第９条中「指定管理者」とあるのは「市長」

と、第１１条第１項中「当該各号に定める額の範囲内において、

指定管理者が市長の承認を受けて定める額を、センターの利用に

係る料金（以下「利用料金」という。）として支払わなければな

らない」とあるのは「当該各号に定める使用料を市長に納入しな

ければならない」と、同条第４項中「利用料金」とあるのは「使

用料」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、同条第５項中

「指定管理者は、市長が定める基準に従い、利用料金」とあるの

は「市長は、特別の理由があると認めるときは、使用料」と、第

１５条第１項中「指定管理者」とあるのは「市長」と、同条第２

項中「市及び指定管理者」とあるのは「市」とし、第８条第２

項、第１１条第３項及び前条後段の規定は適用しない。 

３ ［略］ 
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【施行日：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４

号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日】（第４条関係） 

改正後 改正前 

（利用料金） 

第１１条 ［略］ 

⑴～⑶ ［略］ 

⑷ 第５条第４号に掲げる施設において障害者総合支援法第５条

第１９項に規定する計画相談支援を受ける者で障害者総合支援法第

５１条の１７第１項に規定する計画相談支援給付費の支給に係るも

の 同条第２項に規定する額 

 ⑸・⑹ ［略］ 

２～５ ［略］ 

（利用料金） 

第１１条 ［略］ 

⑴～⑶ ［略］ 

⑷ 第５条第４号に掲げる施設において障害者総合支援法第５条

第１８項に規定する計画相談支援を受ける者で障害者総合支援法第

５１条の１７第１項に規定する計画相談支援給付費の支給に係るも

の 同条第２項に規定する額 

 ⑸・⑹ ［略］ 

２～５ ［略］ 
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〇長崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和５年長崎市条例第３５号） 

【施行日：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４

号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日】（第５条関係） 

改正後 改正前 

（暴力団員などの排除） 

第４条 療養介護事業者（その者が法人であるときは、その役員を

いう。以下同じ。）及び療養介護事業所の管理者は、長崎市暴力

団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定す

る暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）で

あつてはならない。 

２ 療養介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければ

ならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

⑴ 生活介護の事業 

⑵ 自立訓練（機能訓練）の事業 

⑶ 自立訓練（生活訓練）の事業 

⑷ 就労選択支援の事業 

⑸ 就労移行支援の事業 

⑹ 就労継続支援Ａ型の事業 

⑺ 就労継続支援Ｂ型の事業 

（暴力団員等の排除） 

第４条 療養介護事業者（その者が法人であるときは、その役員を

いう。以下同じ。）及び療養介護事業所の管理者は、長崎市暴力

団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定す

る暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）で

あつてはならない。 

２ 療養介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければ

ならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

⑴ 生活介護の事業 

⑵ 自立訓練（機能訓練）の事業 

⑶ 自立訓練（生活訓練）の事業 

［新設］ 

⑷ 就労移行支援の事業 

⑸ 就労継続支援Ａ型の事業 

⑹ 就労継続支援Ｂ型の事業 
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〇長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和５年長崎市条例第３６号） 

【令和６年４月１日施行】（第６条関係） 

改正後 改正前 

（指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準） 

第４条 ［略］ 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第９３条の

５ 

第９３条 第８４条、第９１条及び

第９３条 

準用する 準用する。この場合にお

いて、第７７条中「、創

作的活動又は生産活動の

機会の提供その他の便

宜」とあるのは、「その

他の便宜」とする 

省令第１６２条

の５ 

第９２条まで 第９０条まで、第９２条 

第１６２条 第１６１条及び第１６２

条 

省令第１７１条 第９２条まで 第９０条まで、第９２条 

（指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準） 

第４条 ［略］ 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第９３条の

５ 

第９３条 第８４条、第９１条及び

第９３条 

準用する 準用する。この場合にお

いて、第７７条中「、創

作的活動又は生産活動の

機会の提供その他の便

宜」とあるのは、「その

他の便宜」とする 

省令第１６２条

の４ 

第９２条まで 第９０条まで、第９２条 

第１６２条 第１６１条及び第１６２

条 

省令第１７１条 第９２条まで 第９０条まで、第９２条 
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改正後 改正前 

の４ 第１６０条、第１６１条 第１６０条 

省令第２１０条

第１項 

ならない ならない。ただし、市長

が特に必要があると認め

るときは、指定共同生活

援助に係る共同生活住居

は、当該地域にあり、か

つ、入所施設又は病院の

敷地内にある独立した建

物とすることができる 

省令第２１３条

の６第１項 

ならない ならない。ただし、市長

が特に必要があると認め

るときは、日中サービス

支援型指定共同生活援助

に係る共同生活住居は、

当該地域にあり、かつ、

入所施設又は病院の敷地

内にある独立した建物と

することができる 
 

の４ 第１６０条、第１６１条 第１６０条 

省令第２１０条

第１項 

ならない ならない。ただし、市長

が特に必要があると認め

るときは、指定共同生活

援助に係る共同生活住居

は、当該地域にあり、か

つ、入所施設又は病院の

敷地内にある独立した建

物とすることができる 

省令第２１３条

の６第１項 

ならない ならない。ただし、市長

が特に必要があると認め

るときは、日中サービス

支援型指定共同生活援助

に係る共同生活住居は、

当該地域にあり、かつ、

入所施設又は病院の敷地

内にある独立した建物と

することができる 
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【施行日：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４

号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日】（第６条関係） 

改正後 改正前 

（暴力団員等の排除） 

第５条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

⑴ 重度訪問介護、同行援護及び行動援護に係る指定障害福祉

サービスの事業 

⑵ 共生型居宅介護及び共生型重度訪問介護の事業 

⑶ 基準該当居宅介護の事業 

⑷ 重度訪問介護、同行援護及び行動援護に係る基準該当障害

福祉サービスの事業 

⑸ 指定療養介護の事業 

⑹ 指定生活介護の事業 

⑺ 共生型生活介護の事業 

⑻ 指定短期入所の事業 

⑼ 共生型短期入所の事業 

⑽ 指定重度障害者等包括支援の事業 

⑾ 指定自立訓練（機能訓練）の事業 

（暴力団員等の排除） 

第５条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

⑴ 重度訪問介護、同行援護及び行動援護に係る指定障害福祉

サービスの事業 

⑵ 共生型居宅介護及び共生型重度訪問介護の事業 

⑶ 基準該当居宅介護の事業 

⑷ 重度訪問介護、同行援護及び行動援護に係る基準該当障害

福祉サービスの事業 

⑸ 指定療養介護の事業 

⑹ 指定生活介護の事業 

⑺ 共生型生活介護の事業 

⑻ 指定短期入所の事業 

⑼ 共生型短期入所の事業 

⑽ 指定重度障害者等包括支援の事業 

⑾ 指定自立訓練（機能訓練）の事業 
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改正後 改正前 

⑿ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業 

⒀ 指定自立訓練（生活訓練）の事業 

⒁ 共生型自立訓練（生活訓練）の事業 

⒂ 指定就労選択支援の事業 

⒃ 指定就労移行支援の事業 

⒄ 指定就労継続支援A型の事業 

⒅ 指定就労継続支援B型の事業 

⒆ 基準該当就労継続支援B型の事業 

⒇ 指定就労定着支援の事業 

(21) 指定自立生活援助の事業 

(22) 指定共同生活援助の事業 

(23) 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業 

(24) 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業 

(25) 特定基準該当障害福祉サービスの事業 

⑿ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業 

⒀ 指定自立訓練（生活訓練）の事業 

⒁ 共生型自立訓練（生活訓練）の事業 

［新設］ 

⒂ 指定就労移行支援の事業 

⒃ 指定就労継続支援A型の事業 

⒄ 指定就労継続支援B型の事業 

⒅ 基準該当就労継続支援B型の事業 

⒆ 指定就労定着支援の事業 

⒇ 指定自立生活援助の事業 

(21) 指定共同生活援助の事業 

(22) 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業 

(23) 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業 

(24) 特定基準該当障害福祉サービスの事業 
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